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指標
騰落率*
(%)

日経平均株価 -2.5
TOPIX（東証株価指数） -2.0
欧州ストックス・ヨーロッパ600 -3.7
英FTSE100 -3.6
独DAX -4.2
米ニューヨーク・ダウ工業株30種 -2.5
米S&P500種 -2.3
米ナスダック総合 -2.2
MSCIエマージング・マーケット指数（現地通貨ﾍﾞｰｽ） -2.2
S&P 先進国REIT指数（米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ） -2.5
WTI原油先物 -13.1
ニューヨーク金先物 0.1
日本10年国債利回り -0.01
ドイツ10年国債利回り -0.08
米国10年国債利回り -0.16
円（対米ドル） -1.7
円（対ユーロ） -0.7
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感染力が高い恐れのある、新たな変異株「オミクロン」
～不透明感から、金融市場は警戒色の強い展開に～

●上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。

世界の主要指標の変化

信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

世界の新型コロナウイルスの新規感染者数

Our World in Dataのデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

（2020年1月28日～2021年11月27日）

WHOは最も警戒度が高い変異株に分類

南アフリカ当局は11月25日、高い感染力を持つ
恐れのある、新たな新型コロナウイルス変異株を確
認したと発表しました。これを受け、26日には、世界
的に株価が大きく下落した一方、円が買われたほ
か、欧米などの長期金利が大きく低下するなど、世
界の金融市場が揺れました。

WHO（世界保健機関）が「オミクロン」と名付けた
この変異株は、デルタ株などと並んで最も警戒度が
高い変異株に分類されました。ただし、同分類の従
来の変異株より多くの変異があり、再感染のリスク
がより高いとみられるとのことです。

渡航制限が拡がる一方、重大視せずとの見解も

オミクロン株の詳細はまだ不明ながら、英国や米
国、ドイツ、イタリア、シンガポール、マレーシア、ロシ
ア、サウジアラビアなど、各国が相次いで南アフリカ
などからの渡航制限を発表しています。

一方、南アフリカや隣国ボツワナなどのアフリカ以
外で感染が確認されているのは、26日までに香港、
ベルギー、イスラエル、28日までに英国、ドイツ、イ
タリア、オランダ、オーストラリアなどとなっています。
迅速な水際対策などにもかかわらず、今後、感染
が拡がることとなれば、ロックダウン（都市封鎖）など、
一段と厳しい行動制限が再度、導入・強化され、世
界経済の回復の足を引っ張ることも考えられます。

なお、オミクロン株の感染拡大に伴なう原油の需
要減退の可能性などから、原油先物は26日に急
落しました。ただし、OPEC（石油輸出国機構）およ
び非加盟の産油国からなるOPECプラスは、12月
1～2日に開く予定の、2022年1月の原油供給量の
扱いを決める会合で、増産（協調減産の緩和の拡
大）の見送りを決定する方向に傾きつつあると報じ
られています。

また、金融市場が織り込む、米国や英国での利
上げの可能性が26日にやや後退しました。ただし、
米FOMC（連邦公開市場委員会）で投票権を持つ
アトランタ連銀総裁は同日、オミクロン株がデルタ株
に類似しているとの前提に基づくと、経済がある程
度減速する可能性はあるものの、影響を重大視せ
ず、インフレ抑制に向け、量的緩和の縮小ペースを
加速することに前向きとの見解を示しました。

不透明感を背景に、当面、警戒色の強い展開に

オミクロン株の出現に伴なう不透明感の高まりか
ら、当面の金融市場は憶測などで大きく振れる可
能性があり、注意が必要です。なお、新型コロナウイ
ルスのワクチンを開発した米医薬品大手などは、2
週間以内にオミクロン株に対する効果などについて
データを取得でき、仮にワクチンの調整が必要と判
明した場合、6週間以内にワクチンに適用し、100日
以内に出荷できるとの見解を示しています。

注：7日間移動平均*国債利回りは騰落率ではなく、騰落幅。為替のマイナスは円高を示す

（2021年11月26日、前営業日比）
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